
統一的な基準による財務書類の作成について 

 

１ はじめに 

地方公共団体の活動は、市民の皆さまからいただいた税金を活動資源とし、

住民福祉の増進等を目的としており、予算の議決を通して議会による民主的統

制の下に置かれています。このため、地方公共団体の会計は予算の適正かつ確

実な執行に資する「現金主義会計」が採用されています。「現金主義会計」は

単年度における現金収支の管理であり、決算書もこれに基づいて作成されてい

ます。 

一方で、厳しい財政状況の中で、財政の透明性を高め、住民に対する説明責

任をより適切に果たすため、全国の地方公共団体は、総務省からの指針に基づ

き、発生主義会計、複式簿記といった企業会計的手法を活用した「総務省方式

改訂モデル」、「基準モデル」、「東京都方式」などにより財務書類を作成し

てきました。 

企業会計的手法による財務書類は現金主義による財務書類と比較し、これま

でに整備した社会資本（資産）の状況や今後返済すべき地方債等（負債）の残

高など、ストック情報が「見える化」されました。しかしながら、複数のモデ

ルが存在するため、地方公共団体間の比較が難しいことのほか、本格的な複式

簿記の導入が進まない、固定資産台帳の整備が十分でないといった課題があり

ました。 

このような状況の中、平成２７年１月に総務省から「統一的な基準による地

方公会計マニュアル」が示され、原則として平成２７年度から平成２９年度ま

での３年間で全ての地方公共団体がこの基準により、固定資産台帳を整備、お

よび財務書類を作成するよう要請されました。 

茅ヶ崎市では、平成１９年度決算から総務省方式改訂モデルによる財務書類

を作成し、公表してきましたが、総務省からの要請を受けて平成２８年度決算

から統一的な基準による財務書類を作成し、公表しています。 

 

２ 平成２７年度以前の茅ヶ崎市財務書類４表からの変更等について 

財務書類の作成において、総務省方式改訂モデルから「統一的な基準」への

移行に伴い、以下の変更等がございます。 

 

（１）固定資産台帳の整備 

総務省方式改訂モデルでは、決算統計などの既存の資料の数値を使用して、

固定資産を評価し、財務書類を作成しておりましたが、「統一的な基準」で



は、財務書類作成のための補助簿として、所有する全ての固定資産の情報に

ついて記載した固定資産台帳を整備しています。 

このことにより、個別の資産毎に取得価額や耐用年数等の情報を備え、取

得から除売却処分に至るまでの経緯を個々の資産毎に管理することが可能

になります。また、固定資産台帳は、将来的な公共施設の老朽化対策等のマ

ネジメントへの活用においても利用可能なものとなります。 

 

（２）歳入歳出データ等による複式仕訳の導入 

総務省方式改訂モデルでは、決算統計などの既存の資料の数値を使用して、

財務書類の各科目の金額を算出しておりましたが、「統一的な基準」では、

歳入歳出データ（個別の伝票データ）や各種原簿・台帳などから複式仕訳を

行い、作成した各会計帳簿から誘導的に財務書類を作成しております。個別

の伝票データに対してそれぞれ仕訳を付与することで、予算科目単位等で集

計した金額を用いた仕訳とは異なり、詳細な仕訳が可能となったため、従来

よりも正確なコスト情報等の把握が可能となります。 

なお、複式仕訳の方法については、期末一括仕訳、日々仕訳がありますが、

本市では期末一括仕訳を採用しています。 

 

（３）財務書類４表の様式及び各科目の変更 

「統一的な基準」では、財務書類４表の様式及び各科目が見直され、官公

庁会計独自の科目を残しつつも、より企業会計の財務諸表に近いものとなり

ました。これにより、従来よりも可読性が向上し、市民のみなさまにより理

解しやすい内容になりました。また、「統一的な基準」による財務書類の作

成は、全国の地方自治体に要請されていることから、複数の基準が混在して

いた従来よりも団体間の比較可能性の向上が期待されます。 

 

３ 財務書類の概要 

 

財務書類は、貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支

計算書の４つの表があり、概要は次のとおりです。 

 

(1) 貸借対照表（BS：Balance Sheet） 

貸借対照表は、茅ヶ崎市が住民サービスを提供するために保有している財

産（資産）と、その資産をどのような財源（負債・純資産）で賄ってきたか

を総括的に対照表示した一覧表です。 

 



(2) 行政コスト計算書（PL：Profit and Loss statement） 

行政コスト計算書は、１年間（４月１日から翌年３月３１日まで）の行政

活動のうち、福祉給付やごみの収集といった資産形成に結びつかない行政サ

ービスに係る経費と、その行政サービスの対価として得られた収入額の財源

を対比させた計算書です。 

 

(3) 純資産変動計算書（NW：Net Worth statement） 

純資産変動計算書は、貸借対照表内の「純資産の部」に計上されている各

数値が、１年間でどのように変動したかを表している計算書です。 

 

(4) 資金収支計算書（CF：Cash Flow statement） 

資金収支計算書は、歳計現金（資金）の出入りの情報を、性質の異なる３

つの区分に分けて表示した計算書です。 

 

４ 財務書類４表の関係 

 

財務書類の４つの表はそれぞれが連動しており、相互関係を示すと以下のと

おりとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



　一般会計

　特別会計

公共用地先行取得事業特別会計

国民健康保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

介護保険事業特別会計

　公営企業会計

公共下水道事業

病院事業

　広域連合

神奈川県後期高齢者医療広域連合

　地方公社・第三セクター等

茅ヶ崎市土地開発公社

(公財)茅ヶ崎市文化・スポーツ振興財団

(社福)茅ヶ崎市社会福祉事業団　
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５ 対象となる会計範囲 

統一的な基準による財務書類の対象範囲は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 作成基準日 

作成基準日は、会計年度末（３月３１日）とし、当該年度の出納整理期間（４

月１日～５月３１日）における収支は、作成基準日までに決済したものとして

整理します。 


